







年話題となった ｢用語｣ であり､ そう古くか
らのものではない｡ そもそもワーク・ライフ・

















































櫻 井 善 行















ク・ライフ・バランス (WLB) の ｢実態｣
を従来の解釈よりも踏み込んで､ 明らかにし
ようとするものである｡


































針｣)5 では ｢2000 (平成 12) 年に向けてでき
るだけ早期に､ 現在のアメリカ､ イギリスの
水準を下回る 1800 時間程度を目指す｣ と述

















さらに 2007 年には内閣府が ｢仕事と生活
の調和 (ワーク・ライフ・バランス) 憲章｣




















が､ ｢両立支援｣ のための ｢社会的責務｣ を
果たしていないどころか､ 当事者自身が自覚
していないことの表れである｡











国の ｢企業戦士｣ の実態であった｡ 今でこそ､
表向きには､ がむしゃらなはたかせ方を賞賛
する声は聞かれないようになったが､ 実際に






















































ワーク・ライフ・バランス (WLB) の系譜 55








民の意識改革｣ と ｢女性の経済的自立｣ のた






































































ンス (WLB) の推進からすれば､ ディーセ
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ントワークも又不可欠な課題である｡











責任 (consumer social responsibility)､ 市



































トヨタ自動車 (2010) では最初に､ トヨタ
の ｢ワークライフバランス｣ に対する取り組
みについての指針が述べられている｡ そこで



































決｣ と､ より ｢多様性のある活力ある職場｣
のために､ ｢仕事と育児の両立支援｣ ｢キャリ
ア形成支援｣ ｢風土・意識改革｣ の 3 本の柱
を軸とした施策が推進されるようになった｡


























































でいる｡ 2009 年度の採用実績は､ 特例子会
社は重度の身体障がいや知的障がいのある人
など 28人､ トヨタでは定期 (新卒) で 18人､
不定期 10 人の採用を行い､ 雇用率は､ 2010







とができる｡ トヨタ自動車 (2010) 参照｡































た｡ その結果､ 前年比で､ 全災害件数は 16
％､ 休業災害件数は 35％､ 重点災害件数は
14％減少したという｡























































日本労働組合総連合会 (連合) は､ 2007













合事務局長談話：2007 年 2 月 18 日
1 . 本日､ 政府のワーク・ライフ・バランス
推進官民トップ会議 (議長・内閣官房長官)
は､ ｢仕事と生活の調和 (ワーク・ライフ・


























3 . 連合は､ ｢重点戦略検討会議｣ と ｢トッ
プ会議｣ 双方に参加し､ 働き方の抜本的な








































｢1 日 8 時間は労働のために､ 次の 8 時間
は休息のために､ 残りの 8時間は自分自身の




























































































バランス (WLB) の基本方向であり､ ｢ディー
セントワーク｣ ｢男女平等｣ ｢多様な働き方の






















































































































































































































































熊沢誠 『日本的経営の明暗』 筑摩書房､ 1989 年
熊沢誠 『働きすぎに斃れて 過労死・過労自殺
の語る労働史』 岩波書店､ 2010 年
森岡孝二 『働きすぎの時代』 岩波新書､ 2006
森岡孝二 ｢企業社会日本の誕生と変遷｣ 『都市問題』








no. 82 (2011 年春季号)』 ｢特集：まるごと
見てきたフランスとイギリスの働くルールと生
活保障｣ 本の泉社､ 2011





暉峻淑子 『豊かさとは何か』 岩波新書､ 1989

















ワーク・ライフ・バランス (WLB) の系譜 65
もなりかねない｡
3 この点については､ 暉峻淑子 [1989] では実
態について具体的で詳細な記述がある｡
4 厚生労働省 ｢毎月勤労統計調査｣ (企業規模
30 人以上) によると､ 日本の年間総実労働時
間は 1985 年には 2110 時間であった｡ だが
1990年には 2052時間､ 1995年には 1910時間､
2000 年には 1859 時間､ 2005 年には 1829 時間
と推移し､ 2009 年にはリーマンショックと不
況による影響もあるが､ 1768 時間と初めて
1800 時間を切り､ 2010 年も 1798 時間であっ
た｡ これからすると､ 不況という要因の後押
しがあったとはいえ､ 日本政府が目標とした
2000 年には 10 年ほど遅れたものの､ この四
半世紀の間に日本の労働時間は 300 時間余り
減少し､ 1800 時間弱となったことになる｡






がある｡ 翌年､ 1987 年 4 月には経済審議会経
済構造調整特別部会が構造調整の指針として
｢新前川レポート｣ を提出している｡































でき､ かつ､ 共に責任を担うべき社会｣ のこ
とをいう｡ この理念を実現するために 1999 年
(平成 11 年) 6 月 23 日に ｢男女共同参画社会
基本法｣ が公布・施行された｡
また男女共同参画社会実現の為に 2001 年 (平
















レンドリー企業の登録数は､ 2012 年 10 月に





13 ｢第 87 回 ILO 総会事務局長報告：ディーセン
ト・ワーク｣ (1999 年 6 月)
14 ｢公正なグローバル化のための社会正義に関す
る ILO宣言｣ (2008年 6月第 97回 ILO総会)｡
15 この点については櫻井 [2011] を参照




17 トヨタ自動車発行 ｢Sustainability Report
2010｣

















20 ｢ループス｣ の社名は､ 障がいのある方々の雇
用の ｢輪｣､ 社会や職場の仲間との ｢輪｣ を広
げていきたい願いから命名｡ 社章は､ ｢安心の
『和』､ 喜びの 『輪』､ 楽しみの 『話』 を大きく
広げ､ 社員・家族・地域社会にとって“誇れ
る会社”を目指す｣ という基本理念の ｢3 つ
の 『わ』｣ を表しているという｡
21 ｢Sustainability Report 2010｣ には以下の記
述がある｡ 以下引用 1957 年､ 最高顧問豊
田英二が当時の会社代表安全管理者に就任し
た際､ 安全衛生に関する基本的な考え方とし





















従業員から正社員になるには､ まず 6 ヶ月以
上勤務する必要がある｡ これが採用のための
最低条件であり､ エントリーの方法は､ 本人
希望と職場推薦の 2 種類がある､ 職場推薦
(上司) の方が合格が多いのは事実である｡ 採
用試験の時期は 1 年で 4 回あり､ 準社員選考






























26 前述した日本経団連 [2012] では日本を代表










































































との時間｣ や ｢地域で過ごす時間｣ を持つことも












































※ ｢新しい公共｣ とは､ 行政だけでなく､ 市民やNPO､
企業などが積極的に公共的な財・サービスの提供主












































































平成 19 年 12 月 18 日
以上
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